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静岡県・「本社移転」動向調査（2025 年上半期） 
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2025 年 1-6 月に静岡県から本社機能を県外に移転した企業は 20 社となった。一方で、静

岡県内に転入した企業は 26 社となり、全体では 6 社の「転入超過」となった。なお、移転した企

業の転入元および転出先は、共に「東京都」が最多となった。また、転出企業の業種別では「サー

ビス業」が最多、転入企業では「小売業」が最も多くなった。 

 

帝国データバンク静岡支店は、2025 年 1～6 月に静岡県をまたいだ「本社所在地の移転」が判明した企業（個人事業主、非営利

法人等含む）について、保有する企業概要データベースのうち業種や規模が判明している企業を対象に分析を行った  

[注 1]  本社とは、実質的な本社機能（事務所など）が所在する事業所を指し、商業登記上の本店所在地と異なるケースがある  
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転入元・転入先は共に東京都が最多  
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静岡県・「本社移転」動向調査（2025 年上半期） 

静岡県への本社移転、8年連続で「転入超過」へ 

 2025 年 1-6 月に判明した、静岡県から本社機能を県外へ移転した企業は 20 社に上った。前年同期

比では５社上回る水準で推移した。このペースが続いた場合、県外への企業移転は１９９０年以降で初と

なる４０社台に到達する可能性がある。 

 他方、同期間における県外からの転入企業は２６社で、前年同期から５社増加した。この結果、2025

年 1-6 月における静岡県への本社移転動向は、転入企業が転出企業を６社上回る「転入超過」となった。

このペースで推移した場合、通年では８年連続の「転入超過」が見込まれ、前年同様二桁増加が見込ま

れる。 

なお、静岡県から県外へ転出した企業を業種別にみると、「サービス業」が６社で最も多く、「製造業」が４

社、「小売業」が３社で続いた。一方で、県外から静岡県へ転入した企業の業種では、「小売業」が９社で最

も多く、「卸売業」が６社、「サービス業」が４社で続いた。 

  

静岡県企業の転出入動向(1) 
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[注] 2025年の「転出入超過社数」は1-6月分の集計値（～2024年は通年値）

静岡県から「転出」 20 社

2025年1-6月

静岡県へ「転入」 26 社

「転出」-「転入」

（転出入超過）

本社転出入社数 推移（2015 年以降）  

 

業種別 転出入社数（2025 年 1-6 月）  
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[注] 2025年の「転出入超過社数」は1-6月分の集計値（～2024年は通年値）

静岡県から「転出」 20 社

2025年1-6月

静岡県へ「転入」 26 社

「転出」-「転入」

（転出入超過）

転出
２4年比

（前年同期比）
転入

２4年比

（前年同期比）

社数合計 20 +5 26 +5

建設業 1 ±0 2 ±0

製造業 4 △1 2 △1

卸売業 2 +1 6 △1

小売業 3 +1 9 +8

運輸・通信業 1 +1 0 ±0

サービス業 6 +2 4 △4

不動産業 2 ±0 2 +2

その他 1 +1 1 +1

業
種
別

静岡県から「転出」 静岡県へ「転入」
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静岡県・「本社移転」動向調査（2025 年上半期） 

静岡県への「転出先」「転入元」は共に「東京都」がトップ 

静岡県から県外へ転出した企業を売上高規模別にみると、「1 億円未満」が１１社で最も多かった。次いで、

「1 億円～１０億円未満」が７社、「10 億円～１００億円未満」が２社だった。 

県外から静岡県へ転入した企業では「１億円未満」が１３社で最も多く、「1 億円～10 億円未満」が１０社で

続き、「1００億円以上」が２社、「１０億円～１００億円未満」が１社だった。 

 静岡県から県外へ移転した企業の転出先では、「東京都」が５社で最も多かった。次いで、「神奈川県」

が４社、「兵庫県」と「愛知県」が２社、「福岡県」が１社となった。 

県外から静岡県へ移転した企業の転入元では、転出先同様に「東京都」が１２社で最も多く、「愛知県」

が６社、「埼玉県」が２社、「愛媛県」と「大阪府」が１社だった。 

 

静岡県企業の転出入動向（2）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まとめ 

 住民基本台帳に基づく人口移動報告によると、２０２５年８月 1 日現在の静岡県の人口は 3,495,439 人

となり、今年に入って 21,946 人減少している。 

 一方で、2025 年の静岡県における企業の本社移転動向は、県内への「転入」の動きが活発化している実

態が明らかになった。 

 WEB 会議を活用したビジネススタイルやリモートワークの浸透、BCP 対策による拠点の分散化、地方創

生に貢献する企業ブランドイメージ、従業員のワークライフバランス向上といった首都圏から地方移転にお

けるメリットに対する理解は、コロナ禍を経て企業経営者にも一定の浸透に成功したとみられる。 

他方で、対面での営業活動が再び活発になったことで、取引の機会を求めて首都圏への進出を希求する

企業は少なくないほか、首都圏に本社機能を有することによる対外的な信用やブランド面での優位性が高

まり、激化する採用環境のなか、新卒採用などの人材獲得がしやすいといったアドバンテージがあることも、

結果として企業が首都圏に誘引される要因となった可能性がある。 

 2025 年の静岡県における本社移転は、近年の推移を踏襲した「転入超過」になるとみられる。 

 

売上高規模別  転出入社数  

 

都道府県別 転出入社数  

 

静岡県 転出入 /売上高規模別社数

転出
２4年比

（前年同期比）
転入

２4年比

（前年同期比）

社数合計 20 +5 26 +5

1億円未満 11 +2 13 +2

1億円～

10億円未満
7 +2 10 ±0

10億円～

100億円未満
2 +1 1 +1

100億円以上 0 ±0 2 +2

[注] 売上高「1億円未満」には未詳分を含む

売
上
高
規
模
別

静岡県から「転出」 静岡県へ「転入」

転出
２4年比

（前年同期比）
転入

２4年比
（前年同期比）

社数合計 20 +5 社数合計 26 +5

東京都 5 △1 東京都 12 +2

神奈川県 4 +3 愛知県 6 +5

兵庫県 2 +2 埼玉県 2 +1

愛知県 2 △1 愛媛県 1 +1

福岡県 1 +1 大阪府 1 +1

都
道
府
県
別


